
（参考様式１）

平面図

備考１　各室の用途及び面積を記載してください。

　　２　当該事業所の専用部分と他の事業所等との共用部分がある場合はそれぞれ色分けする等して使用関係を分かり易く表示してください。

事業所の名称



（参考様式２）

設備･備品等一覧表

設備の概要 設備基準上適合すべき項目等についての状況 適合の可否
サービス提供上配慮
すべき設備の概要

非常災害設備等

室名 備品の品目及び数量

備考１　申請するサービス種類に関して，基準省令で定められた設備基準上適合すべき項目のうち，
    　　「居室面積等一覧表｣に記載した項目以外の事項について記載してください。
　　 ２ 必要に応じて写真等を添付し，その旨を合わせて記載してください。
　　 ３ ｢適合の可否｣欄には，何も記載しないでください。

　　

サービス種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（参考様式３）

フ リ ガ ナ

電 話 番 号

備考１　「○○○」には，「管理者」，「サービス提供責任者」，「サービス管理責任者」又は

　　　「相談支援専門員」と記載してください。

　　２　住所・電話番号は，自宅のものを記載してください。

　　３　当該管理者が管理する事業所が複数の場合は，「事業所の名称」欄を適宜拡張して，その全てを

　　　記載してください。

事 業 所 の 名 称

　　年　　月　　日
氏 名

住 所
（郵便番号　　　－　　　）

生 年 月 日

主な職歴等

年　月　～　年　月 勤務先等 職務内容

備考（研修等の受講の状況等）

○○○経歴書

資格の種類 資格取得年月日

職務に関連する資格



（参考様式４）

番　　　　　号

様

施設又は事業所所在地及び名称

代表者氏名 印

電話番号

　　下記の者の実務経験は，以下のとおりであることを証明します。

（注） １

２

３

４

令和　　　　年　　　　月　　　　日

現在，既に必要とする実務経験期間を満たしている場合は，実務経験証明書作成日までの期間ま
たは，退職した日までの期間を記入してください。

業務内容欄は，看護師，生活指導員等の職名を記入し，受験申込者の本来業務について，老人デ
イサービス事業における○○業務，○○実施要綱の○○事業の○○業務等具体的に記入するこ
と。

また，療養病床の病棟等において介護業務を行った場合は明記し，当該病棟が療養病床として許
可等を受けた年月日を記入すること。

証明内容を訂正した場合は，証明権者の職印を押印してください。なお，修正液による訂正は認め
られません。

業務期間欄は，受験申込者が要援護者に対する直接的な援助を行っていた期間を記入すること。
（産休・育休・療養休暇や長期研修期間等は業務期間となりません）

施設又は事業所名欄には，居宅介護，生活介護等の種別も記入すること。

実 務 経 験 証 明 書

氏　　名

現　住　所

施設又は事業所名

業　務　期　間

業　務　内　容

職名（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日（　　　年　　　月間）

（生年月日　　年　　月　　日）

施設・事業所の種別（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（参考様式５）

番　　　　　号

様 令和　　　　年　　　　月　　　　日

施設又は事業所所在地及び名称

代表者氏名 印

電話番号

　　下記の者の実務経験は，以下のとおりであることを証明します。

（注） １

２

３

４

業務内容欄は，看護師，生活指導員等の職名を記入し，受験申込者の本来業務について，老人デ
イサービス事業における○○業務，○○実施要綱の○○事業の○○業務等具体的に記入するこ
と。

また，療養病床の病棟等において介護業務を行った場合は明記し，当該病棟が療養病床として許
可等を受けた年月日を記入すること。

氏　　名

現　住　所

施設又は事業所名

証明内容を訂正した場合は，証明権者の職印を押印してください。なお，修正液による訂正は認め
られません。

実 務 経 験 見 込 証 明 書

業務期間欄は，受験申込者が要援護者に対する直接的な援助を行うと見込まれる期間を記入する
こと。（産休・育休・療養休暇や長期研修期間等は業務期間となりません）

施設又は事業所名欄には，居宅介護，生活介護等の種別も記入すること。

業　務　期　間

業　務　内　容

職名（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日（　　　年　　　月間）

（生年月日　　年　　月　　日）

施設・事業所の種別（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（参考様式６）

【申請日の属する日から遡って過去3年間において、一般就労に移行した者を記載すること】
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注１．申請日の属する日から遡って過去３年間において、一般就労に移行した者について記入する。
  　　一般就労の定義、雇用継続の状況は問わない。

注２．就労定着支援を申請する事業所ごとに作成し、指定申請書に添付すること。

注３．申請日の属する日から遡って過去３年間において、一般就労移行者数が３人以上いる場合は指定要
　　　件を満たすこととなる。

注４．適宜、欄は追加してください。

氏名 就職日 就職先事業所名

令和　　年　　月　　日

一般就労移行実績


